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第１ 目的 

 この要綱は、公益財団法人東京都都市づくり公社に関する協定（平成２５年３月２５

日協定）第８条第３項の規定に基づき、公益財団法人東京都都市づくり公社（ 以下「公

社」という。）が市町村から受託して施行する土地区画整理事業の業務について、公社に

交付金を交付することにより、公社の事業資金の円滑かつ効率的な運用を図り、もって東

京の都市基盤整備の推進に寄与することを目的とする。 

 

第２ 交付金に係る対象事業 

 交付金の交付の対象となる事業は、公社が市町村から受託した土地区画整理事業の業務

とする。 

２ 前項の事業は、原則として、施行地区（土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。

以下「法」という。）第２条第４項の施行地区をいう。）内の全域において無電柱化（東京

都土地区画整理事業助成規程（平成６年東京都告示第３４７号。以下「助成規程」という。）

第４条第１項の無電柱化をいう。以下同じ。）が実施されるものに限る。 

 

第３ 交付金の額 

   交付金は、第２に掲げる土地区画整理事業の業務の施行に要する経費の一部について、

毎年度予算の範囲内において交付するものとする。 

 ２ 交付金の交付限度額は、助成規程第３条及び第４条の規定により算定した額とする。た

だし、第４条の規定による算定にあっては、都市計画において定められた法第２条第５項

に規定する公共施設に係る無電柱化（助成規程第４条第１項の電線共同溝の整備に関する

ものに限る。）電線共同溝の整備）の経費（以下「無電柱化経費」という。）に限る。 

 

第４ 交付金事業計画 



 公社は、事業施行年度の当初に交付金事業計画承認申請書（別記第１号様式。以下「交

付金事業計画」という。）を提出し、東京都知事（以下「知事」という。）の承認を受けな

ければならない。 

２  公社は、無電柱化経費に係る交付金の交付を受けようとする場合は、無電柱化に係

る計画及び補助限度額等を明らかにした実施計画等を添えた別記第１３号様式並びに

無電柱化工事費補助金交付限度額算出方法及び限度額を記した別記第１４号様式を交

付金事業計画に添付しなければならない。 

３  公社は、委託元である市町村が、土地区画整理事業に対する補助金交付要綱第４の２

に基づく無電柱化工事費に係る実施計画の承認を受けているときは、当該申請書類及び

知事の承認の写し並びに同要綱第５に規定する第９号様式別紙１により前項の第１３

号様式（第１３号様式に添付する関係書類を含む。）及び第１４号様式に代えることが

できる。 

４   公社は、第１項の承認を受けた後、その計画内容を変更しようとするときは、交付金

事業計画変更承認申請書（別記第２号様式）を提出し、知事の承認を受けなければなら

ない。ただし、軽微と認められるものについては、この限りでない。 

 

第５ 交付申請 

 知事は、公社が交付金の交付を受けようとするときは、交付金交付申請書（別記第３号

様式）を提出させなければならない。 

２ 公社は、前項の交付金の交付を申請するに当たっては、当該交付金に係る消費税等仕入

控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和

６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を

乗じて得た金額の合計額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請

するものとする。ただし、当該申請を行う際において、当該交付金に係る消費税等仕入控

除税額が明らかでない場合については、この限りではない。 

 

第６ 決定及び通知 

   知事は、第５の交付金の交付の申請があったときは、交付金交付申請書及び関係書類を

審査するとともに、必要に応じて現地調査等を行い、交付金を交付すべきものと認めたも

のについては、速やかに交付金の交付の決定をしなければならない。 

２ 知事は、交付金の交付の決定をしたときは、速やかにその交付額及びその他必要な事項

を公社に通知（別記第４号様式）しなければならない。 

３ 知事は、第１項に規定する交付金の交付を決定するに当たっては、第５第２項の規定

により当該交付金に係る消費税等仕入控除税額について減額して交付の申請がなされた

ものについては、これを審査し、適当と認めたときは、当該交付金に係る消費税等仕入

控除税額を減額するものとする。 

４ 知事は、第５第２項ただし書による交付金の交付の申請がなされた場合において、当

該交付金を交付するに当たっては、当該交付金に係る消費税等仕入控除税額を減額する

必要が生じたときは当該減額を行う旨の条件を付して当該交付金の交付の決定を行うも

のとする。 



５ 知事は、第５第２項ただし書による交付金の交付の申請がなされた場合において、当該

交付金に係る消費税等仕入控除税額を減額すべきときは、当該交付金に係る消費税等仕入

控除税額を減額して当該交付金の交付を行うこととする。 

 

第７ 交付の方法等 

   知事は、交付金の交付の決定後、公社にその交付額の９割に相当する額以内の額を概算

交付し、残額は第１４に定めるところにより交付金の額を確定した後交付するものとする。

ただし、確定額が概算交付額に満たないときは、その差額を返還させるものとする。 

 

第８ 計画の変更 

   知事は、公社が交付金の交付の決定通知を受けた後、第５の申請内容を変更しようとす

るときは、計画変更承認申請書（別記第５号様式）により承認を受けさせるものとする。

ただし、軽微と認められるものについては、この限りではない。 

 

第９ 変更決定及び通知 

   知事は、第８の計画変更承認申請があったときは、計画変更承認申請書及び関係書類を

審査の上、交付金を変更交付すべきものと認めたものについては、速やかに交付金の変更

交付決定をしなければならない。 

 ２ 知事は、交付金の交付の変更交付決定をしたときは、速やかにその交付額及びその他必

要な事項を公社に通知（別記第６号様式）しなければならない。 

 

第 10 実施設計承認 

   知事は、公社が交付金の交付に係る工事のうち、助成規程第３条第１項第１号及び助成

規程第４条の工事（附帯工事を含む。）を施行しようとするときは、実施設計承認申請書

（別記第７号様式）により承認を受けさせるものとする。 

 

第 11 実施設計の変更 

   知事は、公社が第 10 に定めるところにより実施設計の承認を受けてからその設計の内

容を変更しようとするときは、変更実施設計承認申請書（別記第８号様式）により承認を

受けさせるものとする。ただし、軽微と認められるものについては、この限りでない。 

 

第 12 しゅん功検査 

   知事は、第 10 に定めるところにより実施設計の承認を行った工事がしゅん功したとき

は、公社から工事しゅん功届（別記第９号様式）を提出させて検査を行い、その結果を公

社に通知しなければならない。 

 

第 13 実績報告 

 知事は、交付金に係る事業が完了したとき、又は交付金の交付の決定に係る会計年度が

終了したときは、速やかに公社に交付対象事業に係る交付金完了実績報告書（別記第１０

号様式）、交付対象事業に係る収支決算書その他必要な書類を提出させなければならない。 

２ 公社は、前項の実績報告を行うに当たって、交付金に係る消費税等仕入控除税額が明ら

かな場合は、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 



 

第 14 交付金の額の確定 

 知事は、第 13 に定めるところにより実績報告を受けた場合においては、交付金完了実

績報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、交付すべき交付金の額を確定し、

速やかに公社に通知（別記第１１号様式）しなければならない。 

 

第 15 消費税等仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還 

  公社は、第 13の定めるところにより実績報告書を提出した後に、消費税及び地方消費

税の申告により交付金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、交付金に係る

消費税等仕入控除税額確定報告書（別記第１２号様式）により速やかに知事に報告しな

ければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合その他知事が必要と認める場合には、交付金に係る

消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を請求するものとする。 

３ 前項の規定による返還の請求の対象となる額は、知事が交付した交付金の額から交付

すべきであった交付金の額を減じた額とし、利息その他これに準ずる加算金を付さない

ものとする。 

 

第 16 交付規則との関係 

 この要綱に定めるもののほか、この交付金の交付に関し必要な事項については、東京都

補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）の定めるところによる。 

 

第 17その他 

 この要綱による交付金の交付の対象となる土地区画整理事業において、交付対象都市計

画施設及び用地費充当区域が重複しないことを条件として、助成規程に基づく補助金の交

付を妨げないものとする。 

 

    附則 

  この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附則（２１都市整管第３５６号） 

１ この要綱は、平成２１年７月３日から施行する。 

２ この要綱による改正規定は、平成１５年度に知事が公社に交付した交付金から適用する。 

附則（２４都市整管第１５５５号） 

  この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附則（２９都市整管第１１９４号） 

  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附則（２都市整管第１２１５号） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に施行中の土地区画整理事業に係る交付金の交付については、令

和３年３月２３日付２都市整管第１２１５号による改正後の要綱第２第２項の規定にかか

わらず、なお従前の例によることができる。 


